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1．はじめに：産業革命期以前の貿易と商人法（Law Merchant）
東インド会社などが活躍した 17 － 18 世紀は、特に体系だった貿易取引の法的ルールは見ら
れなかった。定期市や開港における慣習、慣行がよりどころとなって、珍しい海外の物産の取
引がなされたという。主として、海の商業（海商）を支える航海や航海事業の金融に関して、
地域的な政令や勅令が国王や王侯により発布されていた。1 一航海あるいは数航海ごとの事業
契約として、事業資金を持つか取引資金借入（冒険貸借など）に成功した商人が船を仕立て
て船主となり、買い入れた商品を積み込み、船員を雇い入れて、海外の港に出かけ、投機的
な売買を着船条件（Ex Ship, Sale on Arrival of the Vessel など）で定期市が開催される海港で
行った（商事と海運が一体になっていたのであり、merchant shipping というのはこの意味で
あった）。イギリスの 1906 年海上保険法（MIA）が航海事業を依然として marine adventure と
呼んでいるのは、この時代の名残であると本学の故葛城照三名誉教授から教わった。2 
Shakespeare の『Venice の商人』やアジアの海における貿易商についての時代小説であるが、
火坂雅志「気骨稜々―梟商島井宗室」（『本の窓』2011 年 4 月号より連載）をも参照されたい。
このように、国際商業は、主として海と商港を舞台に国境を越えて展開されていた。すな
わち、国際商業は、国民国家による貨幣制度が整うまでは略奪に近かったかもしれない。そ
れでも、各種の文献（注 1，2 参照）は商人自治の自主的な「定期市のルール」が存在し、
相互信頼、評判の喪失を嫌い信義則を重んじていたことを示している。それを保証する一つ
の仕組みが、海港都市の定期市に設けられた商人法廷（merchants’ court, 判断の迅速を重ん
紀要75_椿さん.indd   1 12/11/13   14:08
国際商務論の基本的課題
— 2 —
じる pie powder courts）だったとされる。3 ルールは海商が中核にあり、国際的な海港にお
けるルールであったから、今日でいう国際統一規則や条約に匹敵するものではないと思われ
る。それらのルールをまとめて編集したものが、G. Malynes のそれのように一種の取引規律
をなしたものと思われる。4 現地産物と物々交換するか、中央銀行が鋳造する貨幣が成熟せ
ず、金銀の量目と商品とで交換取引したとされる。
このように、海を中心に形成された海商の国境を越えたネットワークが、商人法（Law 
Merchant）の起源だった。国民国家意識がまだ弱く、海商の主役たちにより形成された取引
社会が、自治的規則や契約約款で、取引を規律していたのである。国際商業の基本的な性質
は、今も変わりなくこの点にある。5
2．国際商事慣習の法典化の流れ
産業革命が進み、国民国家意識が高まると、それに伴って国威の発揚の意味もあり国内法
の体系的整備がなされた。フランスのナポレオン法典はその代表例である。国際性を色濃く
持つ海商ベースの国際商業にとっては、当時の国際商品（天然の産品）の市場取引のルール
の国内法による取引規則の分断をもたらすことになったと思われる。6 イギリスでは、海事
判例法の Common Law への摂取が、Lord Chief Justice Coke や Lord Mansfield などにより積
極的行われ、海商の慣習が法に格上げされた。さらには、動産売買において、1893 年に
Chalmers 判事の努力もあって、The Sale of Goods Act（動産売買法）が制定され、1906 年に
は、The Marine Insurance Act（海上保険法 ) も制定され、前者はアメリカの The Uniform 
Sales Act, 1906（統一売買法）に大きな影響を与えたことは周知のとおりである。それでも、
国際港湾都市に形成された同業組合による取引社会は、独自の発展を契約書式や約款の整備
により、国際的なルールの性格を維持していたとされる。7 これに加えて、19 世紀の終わり
ころから、商人法を基礎に国際統一条約へのルールの摂取が試み始められ、20 世紀に実を結
び始めた。その代表例は、1924 年に署名された統一船荷証券条約（いわゆるヘーグ・ルー
ル）であろう。
世界的な商事取引の国内法化と国際統一条約の制定が進んでいる今日では、国際商取引に
関するルールはかなり統一され、取引危険に国際的にも国内商業と同様に対応できるように
なっていると主張され、「事実たる商慣習ないし商慣習法」をいわゆる成文の法規と区別し
て、「ソフト・ロー」として法源とみなすことに消極的な意見が表明されている。8 しかしな
がら、国際商取引の実態と変革に通じているとは限らない法律理論家に具体的な商取引上の
課題の解決をゆだねることを躊躇する取引社会の傾向は、弱まっているようには思えない。
その典型は、長年、信用状（Letter of Credit）を用いた国際商取引の決済や請求払い保証
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（Demand Guarantee）による（保証の附従性を排した）単純な履行保証の仕組みついて、依
然として国際統一規則（International Uniform Rules）のままとされ、取引をめぐる環境変化
に適宜の修正を繰り返すことで、取引社会の需要に応えている国際的な枠組みに見られる。
他方、200 か国を超える国家や地域などからなる国際社会において、統一条約や統一法を
定めることは容易でなく、きわめて長い時間を要する。また、国内法も、改正、修正には相
当の時間と研究を要するから、適宜の改正などは必ずしも容易でなく、取引環境の変化、革
新に十分に対応できていない。したがって、「契約は守られなければならない」、企業自治を
重んじて「契約の自由を尊重する」という国際的な基本原則に従い、信義に則った私的立法
（Private Legislation）に、国際商取引の社会は依存せざるを得ない。この種の立法は、どの
ような名称で呼ばれても、国家法や国際条約に対して国家的な強制力や法的確信（Legal 
Recognition）や権威において劣るだろう。しかし、自治と自由を重んじるならば、契約法の
一般原則に従い、標準約款、国際統一規則、援用可能モデル規則、確立した事実上の慣行を、
個々の契約に摂取して、可能な限り尊重するのが国際商取引社会の便益に貢献する途である。
したがって、法典化と私的立法の適切な分業が望ましいことは明らかである。別言すれば、
立法の主体である国民国家間の商取引においては、利害の対立が厳しいので国際統一条約の
制定は容易でなく、長い時間を要する。たとえ制定されたとしても、具体的事実に対する適
用に当たっても、統一的な適用が必ずしも保証さているわけではない。例えば、ヘーグ・ル
ールの責任制限単位としての一包みの解釈が、コンテナ運送に関して多様であった例を見れ
ば容易に理解できる。9 このため、国際共同体のルールとしてそのメンバーに適用する私的
立法を国際団体や国際機関にその制定を委ね、国際取引社会のメンバーは、その規則を（選
択的に）柔軟に個々の契約の具体的事情に合わせて摂取するのが、適切なルール形成と適用
における法典との間の分業であろう。この視点に立って、国際商取引のルールを、国際商業
会議所（ICC）のインコタームズを例にとり検討しておきたい。10
3．国際物品売買における法と実務慣行
本節の課題は、国際商取引に従事する企業から見て、各国の国内法が国際商取引の需要に
応え、また、取引慣行（usage, practice）に一定の取引規律的価値を認めるか否かである。
ここでは、国際商取引を国際物品売買に限って、この課題を検討しておきたい。
貿易取引（国際売買）が盛んになったのは、第一次産業革命以降である。その当時は、国
際売買のインフラである国際統一規則や国際統一条約はなかった。国際運送も、荷主と運送
人の区別も明確ではなく、自船自貨の運送か傭船運送が中心であった。貨物海上保険も、今
日の CIF 条件に見られるような担保目的での付保ではなく、専ら自己の財産の保全のためだ
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ったと思われる。代金決済も海港で現物と金銀を含む国際的な商品と交換する形で行われて
いた（第 1 節参照）。現物の対面取引としての売買条件は、本船の着船を前提条件とする Ex 
Ship 条件や積出港での船積みによる現物の買主による引取りを条件とする FOB 条件（古典
的な FOB による現物売買 11）が主として使用され、判例法が（England という意味で）イギ
リスを中心に形成された。商事代理人（Factor）を介した委託型の売買における商品担保の
金融に慣行上使用されていた「船荷証券」の性質をめぐり、不況期における担保の商品と
「船荷証券」の保持者であるロンドンの金融機関の権利関係が争われた。それを受けて、船
荷証券が１9 世紀半ば（1855 年）にイギリスで「権利証券」として法制化されるとともに、
国際商業銀行が発達し荷為替という担保付取引の金融面を担当することになった。その結果、
CIF 条件の売買が商品貿易の世界で慣行上形成され、主としてイギリスの判例の積み重ねに
より CIF の法理が第一次世界大戦後の 20 世紀に成熟した。国際商品の FOB 条件の取引にお
いてすらも、荷為替決済の仕組みが浸透し、運送契約の当事者となる傭船者でない FOB 輸
出者に船荷証券の取得を求める慣行を生んできた。このため、FOB 売主の本来的な義務で
はない運送賃の支払いが輸出者に求められる荷為替決済条件つき FOB として、定期船貨物
の輸出者に個品の国際海上運送契約の手配代行と運送賃の前払いを求める慣行が普及してき
ていた。この過程に寄与したのは、船荷証券でカバーされた定期海運サービスの発達と国際
郵便事業の安定的な展開であり、国際商業銀行の発展であった。
前述のとおり、動産売買法の成文法化は、イギリスの場合には 1893 年 Sale of Goods Act
（SGA）であり、その数年前の The Factors Act, 1889 & 1890 はこれに密接に関連している。12
この SGA がアメリカへは Uniform Sales Act, 1906 として伝わり、今日の Uniform Commercial 
Code Code（UCC）第 2 編（Art.2）に継承されている。他方、1928 年に私法統一国際協会
（The International Institute for the Unification of Private Law、通称 UNIDROIT）が、国際連盟
の付属機関として設立され、国際物品売買に関する統一法条約の検討を始めた。第二次世界
大戦をはさんで 1964 年に「有体動産の国際売買に関する統一法」（ULIS と略称）と「有体
動産の国際売買契約の成立に関する統一法」（略称 ULIF）を条約案として UNIDROIT が提
出し、ヘーグの外交会議で採択された。しかしながら、大陸法寄りの規定の仕方などの批判
もあり、多数の国の批准、加盟が得られず、1980 年に署名されて、今日 80 か国近い締約国
を得ている「国連国際動産売買統一条約」（CISG，ウィーン条約）に至って、国際統一条約
に結実した。半世紀を要して、国際売買に関する統一法条約が誕生したことになる。
この間に、国際売買の実務慣行を基に、国際商業会議所は、1936 年版から始まり、2010
年版まで、インコタームズを 8 版にわたり改正と補充（1967 年制定の”Delivered”条件、
1976 年の FOB Airport の二回）を行った。13 統一法条約と実務慣行統一規則とを同列に論じ
ることはできないが、取引と契約実務における参照価値（frame of reference）の点で、イン
コタームズの果たした貢献は大きいものがある。実質的に、国際売買における価格交渉、運
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送、保険、通関、品質検査、提供書類などについて、当事者の行為基準となり契約上の義務
の範囲を定めてきたと言える。
インコタームズは、それ自体、最大公約数的な国際売買の取引実務の統一を図ったものとは
いえ、取引商品および地域別の慣行を認め、厳格な統一を目指したものでない。したがって、
個々の契約上の規定に矛盾なく取り入れられて、取引実務の統一という本来の機能を果たす
のであって、任意規則として、当事者が選択した契約の明文の規定を解釈したり補充するが、
それを否定する機能は持っていない。また、各国の契約法の一般原則と抵触するときは、当事
者意思の解釈問題に委ねられる。実際には、インコタームズは、そのような一般原則を変更す
る意図で定められたものではないから、契約法の一般原則との抵触の例は稀であろう。
4．取引環境の変化と進化；国際荷為替ビジネス・モデルから、
電子情報に基づく SCM 型ビジネス・モデルへ
取引慣行面での用語解釈の統一を目的として、国際商業会議所が定型貿易条件（trade 
terms）を最初に発表したのは、前述のとおり、1936 年が最初だった。今日の取引実態を参
考に、主として、国際定期海運サービスを含む国際複合一貫運送の利用を前提とする条件と
傭船運送サービスの利用を前提とする条件が、荷為替決済型と非荷為替決済型とに分かれる
取引慣行として、2010 年版規則に公式化された。
この間には、取引環境の大きな変化、進化が見られた。第二次世界大戦後に、商取引を
支える物流（契約品の提供）と金融（国際代金決済）のシステムが整備され、工業品の企
業間貿易が盛んになった。そして、国際売買の固有の危険（信用危険、為替変動危険、物
流危険、誤解によるコミュニケーション上の危険など）が、国際荷為替に関する国際条約
や国際統一規則の採択により、当事者間で合理的に配分され、転嫁される仕組みが出来上
がった。
荷為替決済の便のため、FOB 輸出者が進んで海外向けの契約品のための個品運送契約を
結び、仕向け港までの海上運賃を負担し、自社の指図式船荷証券を取得した。商業上の費
用負担において、CFR とほとんど差異がない結果になり、海上運送賃を自己勘定で負担し
ているのか委託により立て替えて負担しているのかの差異を十分意識しない取引当事者が
見られた。すなわち、荷為替特約付き FOB 条件と C&F（CFR）の間の差異を十分意識し
ないで、定期船による個品貨物の売買実務を取り扱う例がしばしば見られた。14 また、一
時期、定型貿易取引の誤用問題として取り上げられた、コンテナによる個品運送を利用し
ながら、CIF, FOB の本船積込み渡し条件に基づく売買契約を結んでいた事情があった。す
なわち、コンテナ運送における運送品の管理責任の分岐点と売買契約における契約品の処
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分権と売買の経費負担の分岐点とのズレについて、ICC の用意した条件（FCA.CIP,CPT）
を使用せず、FOB, CIF 系の売買条件に固執する日本的な実務（practice）が見られた。こ
の実務は、徐々に FCA,CIP,CPT などの条件に基づくものに改められる傾向がみられるが、
2010 年版のインコタームズでこの誤用問題に終止符が打たれることが期待される。すなわ
ち、インコタームズ 2010 はこの誤用を回避すべきことをその「前書き」で指摘している。
貿易取引、貿易実務、国際商取引などと称される分野では、国際荷為替を中心に物流と
金融が統合的に講じられ、それを統一規則として集大成したのが、Incoterms 1980 だった。
しかし、国際航空貨物運送の普及、多国籍企業の活躍（換言すれば、企業グループ　内取
引の広がり）、コンテナによる国際複合一貫運送の発達、さらには、取引情報の電子デー
タ交換システム化などは、いわゆる「船荷証券の危機（B/L Crisis）」ないし「荷為替の危
機」をもたらし、ここに貿易取引の統合的体系が、売買（buy/sell）という商流の原則を
維持しつつ、物流と金融がそれぞれ独自に展開されるようになってきている。これを背景
に、この度の Incoterms の改定（2010 年版）は、物流システムを二分し、国際定期運送サ
ービス依存型の条件と主として傭船運送サービス依存型の海上売買条件に分類したこと
で、1936 年版に近似することになった。異なるのは、国際定期運送サービスにおいて、複
合一貫運送サービスが一般化し、SCM と言われるビジネス・モデルに集約されつつあり、
船荷証券ではなく貨物運送状が物流情報の中心に据えられ、さらに、電子データ交換によ
る貿易取引が射程に収められていることである。
国際荷為替取引モデルは、多数の書類を使用すると取引として、書類作成費用が掛かる
ことはもちろんのこと、取引上の取り扱いにおいて文書の形式、様式の厳格性が問われ、
その点検に時間を要する。また、有価証券（あるいは権利証券）としての船荷証券および
為替手形の取り扱いには慎重を要するので、書類の譲渡、流通にはかなりの時間がかる。
さらに、日本では「外為事務センター方式」がとられ、国際荷為替業務の集中化が推進さ
れ、どこで輸出船積みされても、荷為替書類は一旦センターに送られ、そこで再点検が行
われるので、出荷完了から荷為替書類の点検完了までにかなり時間が掛かる。このため、
従来から、近隣諸国との貿易取引ではもちろんのこと、高速コンテナ船を用いたアメリカ、
東南アジア諸国との貿易取引においても、契約品の仕向地到着時に、まだ、関係の船荷証
券が輸入者側に届いておらず、契約品の迅速な引き取りができない例が多くみられた。船
荷証券の受戻証券性を否定するような「保証状による船荷証券と引き換えでない積荷の引
き渡し」の慣行が判例上も認められたことは、有名である。15 これ以外にも、船荷証券の
ファックス・コピーによる積荷の引き渡しが行われたり、船荷証券が発行されたことにし
て、荷送人が船荷証券を直ちに運送人に戻し、自らは B/L の写しのみを入手するサレンダ
ー B/L の実務も、アジアの近隣諸国との取引ではみられる。この点に関しては、海上運送
状の利用とも関連して、議論が交わされている状況にある。16
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国際荷為替取引モデルは、これらの点からも理解されるように、高速船（fast ship）の
出現、情報通信技術の発展、国際物流サービスの迅速化、企業内取引に加えて企業間取引
関係の国際的な緊密化などの実態に、必ずしも適合しなくなってきている。このような取
引実態を象徴するものが、情報技術を高度に利用し、総合物流事業（3PL）と連携して国
際商取引の迅速、廉価、簡素化に取り組むいわゆる SCM（＝ supply chain management）
である。この SCM は、特に製品の国際商取引において、主要なビジネス・プロセス・モ
デルになりつつある。
このように、取引慣行は利用可能な技術や取引システムとしてのソフトを積極的に取り
入れて変化し進化している。このため、国際商事慣習（usage of trade）から生まれた国際
荷為替取引モデルも、個々の取引事情に合わせて大きく変化し、取引実態と合わない側面
が多く生まれている。国際荷為替取引モデルが、船荷証券条約、手形条約などとそれぞれ
の国内法、金融担保法などの法律をベースに発展してきたにもかかわらず、「荷為替の危
機」（船荷証券の危機＝ B/L Crisis と呼ばれるが、船荷証券を用いない決済モデルにつな
がるので、荷為替取引モデル自体の衰退傾向を示すという意味では、このように呼べるで
あろう）を招いている。
そこで、インコタームズ 2010 と SCM モデル時代の国際商取引の実務慣行を検討してお
きたい。
インコタームズが、20 世紀の半ば頃から果たしてきた国際統一売買規則としての機能は
高く評価されて良いだろう。ULIS や CISG が国際売買の原則的規定を定め、国際売買契約
の基本に焦点を当てているのに対し、売買取引の典型を分類して示し、当事者の義務と責
任及び費用負担の配分を定め、取引交渉の参照の枠組みを提供して、CISG 以前には国内
法を補充し、CISG の発効以降は、CISG をその第 9 条を介して CISG 自体を、あるいは
個々の契約への援用約款により契約の規定の解釈および補充の機能を果たしていること
は、広く認められている。17 前述のとおり、取引環境の変化と需要に合わせて、随時、近
年では 10 年ごとに改定されていることは、国内法や国際統一条約が当然のことながら臨
機性を欠いていることを補うものとして評価されるべきだろう。
しかしながら、各回のインコタームズの改定が、定型取引条件コードの統一解釈規則と
して、国際的な取引実務を十分に反映していたかという点に関しては、必ずしも十分であ
るとは言えない。統一解釈規則として、個々の当事者の判断と個別の取引実務により補充
され、解釈される余地を自ずと残していることはやむを得ないところである。その意味で
は、判例や国際商事仲裁により法的な承認が得られている FOB, CIF, CFR を除いて、イン
コタームズの各規則に「慣習法」的な効力は認められないだろう。18 その前提に立って、
今後、インコタームズ 2010 が、取引実務と整合して、国際的統一性を確立し、各規則の
内容の確定と安定、それによる結果の予見性が確立する方向に向かい、「商慣習法」に成
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熟する可能性があるかどうかを、CIF および CIP を例に若干の検討を加えてみたい（FCA，
DAP，DAT も、製品の国際取引において SCM ビジネスモデルと適合する可能性は高いだ
ろうが、これからの実務の展開に注目したい）。
1990 年版においては、CIF 売主が提供すべき書類として、従来の流通性船荷証券の他に、
海上運送状（sea waybill）、EDI 協定を結んでいる当事者間では、それらの電子的等価物
（equivalent EDI message）も加えられた（CIF 売主の義務第 8 項）。これにより、船荷証
券を提供書類の基本とし、書類売買性を CIF 条件に付与したイギリスの判例法からインコ
タームズの CIF を少し隔てることになった。これは、電子 B/L が一般化してないときに現
実の取引実務に先立つ規定として、必ずしも歓迎されなかった。しかしながら、荷為替金
融をベースにしない取引に CIF も有効な取引形態であることを示唆したものとして注目さ
れた。すなわち、物流業務を輸出者側で一元的に管理する点では、それを輸入者側で一元
的に管理する FOB と並んで取引上は効率が良いものと思われる。したがって、伝統的な
CIF に荷為替抜き（換言すれば貿易金融抜き）の CIF という性格を与えるものだった。こ
のためもあり、1990 年版以来、CIF は二種に分かれ、英国判例法上認められた荷為替型ビ
ジネスの伝統的な CIF 売買条件とするか非荷為替型ビジネスの CIF 売買条件にするかの選
択をインコタームズは当事者に認めたことになる。
2000 年版でも、この趣旨は維持されたから、荷為替型の統合された国際売買モデルは、
商流と物流の強い関連を残し、物流と金融（決済）の関連が切り離された国際売買モデル
に一層傾斜することになってきた。その結果、荷為替決済という担保付き取引から、独立
性の保証付き売買取引へ徐々に移行することが可能になってきている。そして、スタンド
バイ信用状（standby credit）や請求払い保証（demand guarantee）の使用が注目されるよ
うになっている。ICC は、Uniform Rules for Demand Guarantees, URDG 458 (1992) から
現行の URDG 758 (2010) へと改訂してこれに応えようとしていると思われる。これは、企
業内貿易や企業グループ内長期取引が盛んになってきたことの反映であろう。
2000 年版までは、インコタームズの CIF はコンテナによる定期海上運送貨物の売買にも
実務上は使用されてきたが、本船の手すり（ship’s rail）を貨物に対する物理的な責任の
分岐点とする規定と、コンテナ運送において埠頭または船側における船荷証券上の運送責
任の開始という実務との間にずれが見られるとの理由で、売買の対象となる物品が定期船
貨物となる売買においては、FCA, C IP, CPT の各条件から選択して、個別の取引規則とす
べきであるとされていた。この度のインコタームズ 2010 ではそれが徹底され、海上（ま
たは水上）運送区間のみを対象とする国際売買契約に CIF などの 4 規則を使用すべきこと
が強調された。包装貨物の海上運送は、個品運送として定期海運により担当され、大半が
コンテナによる複合一貫運送に流れ、いわゆる SCM ビジネスモデルを支えているから、
CIF などの 4 条件は主として傭船契約ベースの国際売買契約に援用されると思われる。そ
紀要75_椿さん.indd   8 12/11/13   14:08
国際商務論の基本的課題
— 9 —
して、傭船契約に固有の費用分担の取り決め（例、荷役費用の負担に関する条件である
FIO（free in and out、船内荷役費用荷主負担）、FIOST（船内費用および積付け・荷均し
費用荷主負担））などが、売買当事者間における費用負担の調整に影響を与え、特約の必
要性を高めるだろう。そして、将来、英国の CIF 売買判例に修正をもたらすことがあるだろ
う。その際、傭船契約に基づく海上物品売買において、CIF のみならず FOB を含め、「洋上
転売」（sale of the cargo afloat）が、どのようなビジネス・プロセスで行われるのかを検討す
べきだが、他日を期したい。
5．おわりに
国際商取引の世界は、世界政府が存在しないため、国際統一条約や国際協定のみが立法的
地位を占める。それは、経済事情や技術革新などに対応するには柔軟性に欠け、各種の統一
規則、標準約款、統一モデル規則、事実たる慣行などによる補助・補充なくして、国際売買
契約を十分に規律することはできない。国際商取引（国際商務論）は、時代の変化に対して
柔軟に対応する進化性を強く帯びているから、国際売買契約は、基本的に各国の任意法規、
およびモデル法原則、取引慣行（標準約款、統一規則を含む）--- これらをソフト・ローや商慣
習法と呼ぶべきかどうかは別にして --- を取引条件の交渉の参照の枠組みにしている。したが
って、個々の契約の内容（terms and conditions）がそれらの参照の枠組みを基に private 
legislation（私的立法）のような形で機能している。新堀　聰博士は、「実践なき理論は空虚で
あるが、理論なき実践は危険である」と唱導される。実践的な慣行、取引規則、標準約款など
の商学的な bottom line（practice）から、法理（theory）にアプローチしてゆくボトム・アッ
プ型の研究姿勢が国際商務論では重視されるべきであろう。商の効率を支える取引条件と規
律の枠組みを契約法を基に組み立てる能力が求められているとも言える。19
終わりに付言すれば、実務慣行の定着から「商慣習法」の形成に商事仲裁が果たす機能は
重要だと言われながら、日本では商事仲裁の件数が少なく、また、あっせん、調停の件数も多
くない。それでは、商事仲裁が商慣習形成に貢献することは日本ではあまり期待できない。こ
れは、日本発の国際商慣習の形成の点でも大きな課題だろう。
Roy Goode は、その近著（Commercial Law, 3rded. LexisNexis UK, London 2004）において、
科学技術の発明に匹敵するほど、貿易商業者（traders）の叡智は偉大であり、荷為替ビジネ
ス・フローにつながる商業上の仕組みや書類の創成はまさにその例であることを強調している
（ibid.、p.1）。そのような思潮をリードしたのは、近世までは The Black Book of the Admiralty
に纏められた海商と海事の慣習と裁判手続きであった（Trakman, op.cit, pp.16-17）。現代にお
いては、新商事慣習論を説いた Clive M. Schmitthoff に注目すべきだろう（Chia-Jui Cheng (ed. 
by), Clive M. Schmitthof f ’s Selected Essays on International Trade Law, Mertinus Nijhof f 
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Publishers/Graham & Trotman, London, 1988. 特に、Part One (General Aspects of International 
Trade Law) and Part Two (The Unification of International Trade Law)。なお、Leon Trakman, 
The Law Merchant; The Evolution of Commercial Law,Fred B. Rothman & Co.,Colorado USA, 
1983 (Chs. 1 & 2) も参照すべきだろう。
荷為替ビジネスモデルが中心であった時代の邦文文献としては、竹内昭夫ほか『現代の経
済構造と法 -- 現代法の諸問題　Ⅱ』（現代法学全集第 52 巻、「Ⅱ　国際取引」（道田信一郎執
筆）の第 2 章　企業と国際取引、1975 がある。この第 2 章は、Harold J. Berman and Colin 
Kaufman, “The Law of International Commercial Transactions(Lex Mercatoria)”, 19 Harv. Int’l 
L.J.221(1978) とともに指導的文献として参照すべきであろう。
以上、参考文献の提示に代えて少々言及するものである。
【 注 】
1 田中誠二『海商法詳論』（勁草書房）、1970、第 1 編第 2 章、朝岡良平『貿易売買と商慣習』（第 3 版、東
京布井出版）、1981, 第 1 章　pp.3-39、川勝平太・濱下武志編『海と資本主義』（東洋経済新報社、2003）、
第 4 章「海の原理とネットワーク共同体地中海からの視座」（長沼博通執筆）、pp.99-124 参照。
2 葛城照三『講案海上保険契約論（新版）』（早稲田大学出版部）、1966、pp.12-43、G.Malynes, Lex 
Mercatoria, T. Buffet, 1686（Classical English Law Texts edition, 1981) 参照。D．Defoe の商人手帳
（Merchant Handbook）は、世界的な交易のマニュアルだったといわれる。堺の商人たちが南蛮貿易とし
て南方貿易に従事したことは歴史的にも明らかにされている（羽田　正『東インド会社とアジアの海』
（興亡の世界史第 15 巻、講談社）、2007、第 3 章、pp.107-142、同第 2 章、pp.77-106 参照）。
3 J. Honnold, “The Influence of the Law of International Trade on the Development and Character of English 
and American Commercial Law”, in Clive. M. Schmitthoff（ed.by), The Sources of the Law of International 
Trade、（Stevens、1964）、pp.70-87.
4  Leon E. Trackman, The Law Merchant：The Evolution of Commercial Law, Fred B.Rothman & Co., 1983, 
Chs.1 & 2、pp.7-37 参照。
5 拙稿、「新国際商事慣習論」江夏健一編著『国際戦略提携』（晃洋書房）、1995, 第 12 章参照。
6 現在でも事情はあまり変わらないことを指摘するものとして、Klaus P. Berger, The Creeping Codification 
of the Lex Mercatoria, Kluwer Law Int’l, 1999, pp.1-2 参照。
7 朝岡、前掲書、第 2 章、pp.40-46 参照。
8 森下哲朗「国際契約とソフトロー」小寺　彰・道垣内正人編『国際社会とソフトロー』（中山信弘編『ソ
フトロー研究叢書』第 5 巻、有斐閣）、2008、第 2 部第 2 章参照。　　
9 例えば、新堀　聰『現代貿易売買』（第 4 版、同文舘 )、2005、pp.192-197 参照。
10 国際商取引法の統一に関しては、朝岡、前掲書 , 第 3 章　貿易契約の標準化、および、拙稿「貿易取引契
約と「国際取引法」―「国際取引法」の統一化に関連して」『国際化に対応する日本企業と貿易』（早稲田
大学産業経営研究所、産研シリーズ　16）、1988、pp.135-152 も参照されたい。
11 Carole Murray, David Holloway and Daren Timson-Hunt、Schmitthof f ’s The Law and Practice of 
International Trade, 12th ed. Sweet & Maxwell, London, 2012, p.19 以下および（David M. Sassoon, CIF and 
FOB Contracts，4th ed. Sweet & Maxwell、London, 1995 参照。
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12 Chalmers’ Sale of Goods, 18th （ed.by Michael Mark）, Butterworths 1981 参照。
13 1980 年版までは、朝岡、前掲書、第Ⅲ部　定型取引条件に関する国際規則参照、それ以降の版については、
新堀　聰、前掲書、第４版、2005、第 2 章第 4 節、インコタームズ 2000、pp.82 － 99、同『国際物品売買
契約の≪国際化』のすすめ』（同文舘出版）、2012, 第 1 章　インコタームズ 2010 参照。
14  朝岡、前掲書、pp.256-257 参照。
15 新堀、前掲『現代貿易売買』、pp.213-216 参照。
16 戸塚健彦「元地回収された船荷証券上の当事者の立場について」忽那海事法研究会編『国際取引法および
海商法の諸問題　Ⅱ』同会刊、2011、p.163, サレンダー B/L の実務そのものを争点としていないが、サレン
ダー B/L 上の仲裁合意の抗弁を巡る事例として、東京高裁民事部平成 20 年 8 月 27 日判決、平成 20 年
（ネ）第 2500 号　損害賠償請求控訴事件、『海事法研究会誌』2012 年 5 月号（No.213），　p.50 以下参照。
17 例えば、Michael Bridge, The International Sale of Goods, 2d ed. OUP, 2007, sec.11-48 参照。
18 同趣旨だが、インコタームズのものを必ずしも指していないものとして、絹巻康史『国際取引法』（改訂版、
同文舘）、2009、pp.162-167 参照。
19 UCC の基本的な考え方は、次のようである。すなわち、UCC§１－ 103（a) は、商取引に関する法律（law,
法原則）を、簡素、明確、かつ現代化する（modernize）するために、慣習（custom）、慣行（usage), およ
び当事者の合意を通じて商事の取引実務が絶えず発展（continued expansion）してゆくよう , さらには商事
法の統一が図られるように、文理にとらわれずに解釈し、UCC を適用すべきであると規定している。これ
を反映してか、例えば、FOB，FAS，CIF および C&F, Ex Ship などに関する規定の UCC§2-319 ないし
§2-324 は、今日の取引実務と合致しないものとして 2004 年の公式版から削除された。それに代わり、当事
者間の慣行上適用されうる取引慣行（the usage of trade）、契約の履行および取引の経緯に照らして、それ
らの用語は解釈されるべきことを公式注釈（Official Comment to UCC§2-319）で明らかにしている。
  　また、信用状に関する UCC 第 5 編の規定は、国際的に使用される信用状の場合、ICC の信用状統一規
則（UCP）の適用があることを指摘し、UCP との整合性を維持すべきことを明らかにしている（Official 
Comment to UCC§5-101）。特に、取引の事情および当事者の合意や取引条件に照らし、UCP に準拠するこ
とが明らかな場合、第 5 編自体を信用状取引に適用をしない、とニュヨーク、アリゾナ、アラバマ、ミズー
リの各州では、州法としての UCC にその旨の規定を置いている（例、UY UCC§5-102）。
  　さらに、2004 年版のＵＣＣ Of ficial Text から見られないが、旧版のＵＣＣ§1 － 205 に定義されている
usage of trade の意義 ( すなわち、業種、地域及び業界における順守の定常性（regular observance）の要
件と相手方による順守の期待が妥当とされるほどに、実務や取引方法が事実上確立していること ) は、依然
として重要な意味を持っているだろうから、参照されるべきものと思う。
　　　歴史的にも伝統ある同業組合（例、GAFTA, FOSFA など）が、Incoterms も CISG もともに適用を排除し
ていることは、前述の「私的立法」との関連で注目される（Michael Bridge, op.cit., Appendixes 1-4  pp.601 
-632 参照）。
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